
（単位：％）

説明

一般会計等の実質赤字の大きさを、標準財政規模（※）に対する割合で表したものです。収支赤字額がないため、「－」を表記
しています。
一般会計等およびその他の特別会計を合わせた連結の実質赤字の大きさを、標準財政規模に対する割合で表したものです。
収支赤字額がないため、「－」を表記しています。
区が負担する地方債の元利償還金および準元利償還金の標準財政規模に対する３カ年平均の比率です。令和元年度は、土地
開発公社からの用地取得費が減となったことなどにより、対前年度１．７ポイント減の△１．８％となっています。
区が将来負担すべき実質的な負債額の標準財政規模に対する比率です。特別区債現在高、土地開発公社の保有用地現在高、
職員の退職手当引当金などの将来負担すべき額が約４７２億円ありますが、これを上回る基金残高などの充当可能財源が約２，０３２
億円見込まれることから、「－」を表記しています。
基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３カ年平均値です。ただし、特別区は東京都の算出に基づいてお
り、他の地方公共団体とは算出方法が異なります。
特別区税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される一般財源のうち、人件費・扶助費などのように毎年
度経常的に支出される経費に充当されたものが占める割合で、一般的に７０～８０％が適正水準と考えられています。

※標準財政規模…特別区税など使い道が定められていないが、毎年度継続的に収入が見込まれる一般財源の規模

財政再生基準

２０．００

３０．００

３５．００

早期健全化基準

１１．２５

１６．２５

２５．００

３５０．００

令和元年度
（平成３１年度）
葛飾区

―

―

△１．８

―

０．３４

７７．６

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

財政力指数

経常収支比率

１

２

３

４
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健
全
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法
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基
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葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛葛飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾飾区区区区区区区区区区区区区区区区区区区区区ののののののののののののののののののののの財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務務書書書書書書書書書書書書書書書書書書書書書類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類
区では、平成28年度決算から総務省の「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に準拠して、財務書類を作成しています。
今回公表する書類は、令和元年度（平成31年4月1日～令和2年3月31日）を対象年度とし、令和2年3月31日を基準日としています。なお、入出金
は出納整理期間内（令和2年4月1日～5月31日）の状況も含めています。金額については、表示単位未満を四捨五入したため、合計額が合わない場合
があります。詳細な財務書類は区ホームページをご覧ください。

貸貸借借対対照照表表（（ババラランンススシシーートト））
貸借対照表は、会計年度末（基準日）時点における財産の状況を、資産、負債、純資産の3つの区分を用いて表しています。
資 産：区民の財産である公共施設や現金など
負 債：今後返済しなければならない将来世代の負担
純資産：これまでの世代が負担し、将来世代に引き継いでいく財産
令和元年度の貸借対照表では、資産合計が約7，784億円となり前年と比べ約125億円の増、負債合計は約384億円となり前年と比べ約11億円の減となり
ました。資産を増やしながら負債を減らしていますが、有形固定資産減価償却率（下表の財政指標を参照）は上昇していることから、引き続き公共施設
の老朽化対策が必要です。

資資金金収収支支計計算算書書
資金収支計算書は、会計期間中の区の歳入および歳出に

ついて、資金の動きから3つの活動に区分して表していま
す。
業務活動：資産の増加に結びつかない、経常的な収支
投資活動：資産の取得・売却など、投資的な収支
財務活動：地方債発行収入と償還支出など
毎年度経常的に掛かる経費や、納めていただく税金など

を計上する「業務活動収支」から生じる黒字を、多額の経費
を要する施設整備や、将来需要を見据えた基金積立を行う
投資活動、地方債の償還などを行う財務活動に充てること
により、本年度末の資金残高として、約128億円を翌年度
以降の財源として繰り越しています。

行行政政ココスストトおおよよびび純純資資産産変変動動計計算算書書
行政コストおよび純資産変動計算書は、会計期間中の区の活動について、経常的な費用

を受益者負担でどの程度賄っているかを対比させた計算書です。行政サービスにどれだけ
のコストを掛けているか、効率的に提供できているかなどが分かります。
また、受益者負担で賄いきれなかった純行政コストを、税金や国などからの補助金でど

の程度賄えたかが分かるとともに、将来世代に引き継ぐ純資産の内訳を示しています。
建物など資産形成につながる支出を除くと、減価償却費など、現金支出が伴わない費用

も含め、葛飾区の1年間のコスト総額（経常費用）は約1，772億円です。
一方、施設使用料など、いわゆる受益者負担などによる経常収益は49億円ほどで、純行

政コストは約1，726億円の赤字です。しかしながら、納めていただく税金や国や都からの
補助金など経常収益以外の財源約1，842億円を加えることなどで、本年度の純資産は約137
億円増加しました。

令令令令令令令令令令令令令令令令令令令令令和和和和和和和和和和和和和和和和和和和和和元元元元元元元元元元元元元元元元元元元元元（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平平成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成成333333333333333333333111111111111111111111）））））））））））））））））））））年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度 財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政指指指指指指指指指指指指指指指指指指指指指標標標標標標標標標標標標標標標標標標標標標ののののののののののののののののののののの状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況況
財政健全化法に基づく指標が早期健全化基準以上の場合は、財政健全化計画を策定し、指標が基準以下になるまで改善に取り組む必要があります。また、1～3の財政指標が
財政再生基準以上の場合は、財政再生計画を策定し、国などの指導のもと改善を進めることになりますが、いずれの指標も国の基準以下となっています。

行政コストおよび純資産変動計算書（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）
抜粋および前年度比較（葛飾区一般会計） （単位：百万円）

増減
９，４７７

△１，３２５
５，８７６
３，２５３
△１６０

２２７

８

△９，８５６
８，５３８

△１，３１９

△８７
△１，４０６
１５，０６７
１３，６６１

３０年度
１６７，７０７

（職員給与、消耗品費、減価償却費、生活保護費など）
２８，８６７
４１，１６５
６４，１２０
５，０４６

４６

３

△１６２，７０３
１７５，６３１

１２，９２８

２，１３９
１５，０６７
７１１，２４１
７２６，３０８

元年度
１７７，１８４

２７，５４２
４７，０４１
６７，３７３
４，８８６

２７３

１１

△１７２，５５９
１８４，１６９

１１，６０９

２，０５２
１３，６６１
７２６，３０８
７３９，９６９

科 目
経常費用

うち人件費
うち物件費
うち社会保障給付

経常収益
（区民の使用料など）
臨時損失
（解体・廃棄した資産など）
臨時利益
（資産売却益）
純行政コスト
財源
（税・国からの補助金など）
本年度差額
固定資産などの変動
その他
本年度純資産変動額
前年度末純資産残高
本年度末純資産残高

資金収支計算書（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）
抜粋および前年度比較（葛飾区一般会計） （単位：百万円）

増減
１０，３２１

７，２９５

△３，０２６
△５，７２６

△１９４

５，５３２
△１，４５１

５００

１，９５１
４，４５７
△１，７６０
２，６９７
２５９

２，９５７

３０年度
１６１，３６１

１７８，４７６

１７，１１５
３０，５１６

１３，２０４

△１７，３１２
２，８４５

１，２８２

△１，５６３
△１，７６０
１１，９０７
１０，１４７
４，０８２
１４，２２９

元年度
１７１，６８２

（人件費、物件費、扶助費などの支出）
１８５，７７１

（税収や国・都からの補助金など）
１４，０８９
２４，７９０

（施設整備や基金への積立支出など）
１３，０１０

（国・都からの補助金や基金取崩など）
△１１，７８０
１，３９４

１，７８２

３８８
２，６９７
１０，１４７
１２，８４４
４，３４１
１７，１８６

科 目
業務支出

業務収入

業務活動収支
投資活動支出

投資活動収入

投資活動収支
財務活動支出
（地方債の償還支出）
財務活動収入
（地方債発行収入）
財務活動収支
本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

貸借対照表（令和２年３月３１日現在）抜粋および前年度比較（葛飾区一般会計） （単位：百万円）
貸 方借 方

増減３０年度末元年度末科 目増減３０年度末元年度末科 目
【負債の部】【資産の部】

△１，１８５３２，５４８３１，３６３固定負債８，８０８７３５，２３４７４４，０４２固定資産
７７５１２，６１８１３，３９３うち地方債（庁舎、学校、道路、公園など）

△１，９６０１９，９３０１７，９７０うち退職手当引当金３，７６８３３１，０８０３３４，８４８うち事業用資産
８０２６８，１６３２６８，２４３うちインフラ資産

５９６，９７２７，０３１流動負債５，２９２１１７，１２９１２２，４２１うち基金
△３８７１，３９５１，００８うち１年内償還予定地方債［参考］
１８６１，４９５１，６８１うち賞与引当金4，653292，717297，370償却資産の取得価額

△5，006△167，129△172，135上記の減価償却累計額
△１，１２６３９，５２０３８，３９４負債合計

３，７２７３０，５９４３４，３２１流動資産
【純資産の部】（現金預金、財政調整基金など）

１３，６６１７２６，３０８７３９，９６９純資産合計２，９５７１４，２２９１７，１８６うち現金預金
△２０６１４，９３３１４，７２７うち基金

１２，５３４７６５，８２８７７８，３６２負債・純資産合計１２，５３４７６５，８２８７７８，３６２資産合計

３０年度
足立区

１，３３２

５９．１

９０．７

５．１

１２４

３０年度
墨田区

１，３８４

５９．１

８５．５

８．２

２００

【貸借対照表から分かる財政指標】
増減

２０

０．８

０．３

０．０

△２

３０年度

１，６５４

５７．１

９４．８

１．９

８５

元年度

１，６７４

５７．９

９５．１

１．９

８３

説 明

住民基本台帳人口
一人当たりの資産額

償却資産の取得価
額に対する減価償
却累計額の割合

資産総額に対する
純資産の割合

固定資産に対する地
方債（借金・将来世
代負担）の割合

住民基本台帳人口
一人当たりの負債額

指 標
区民一人当たり
資産額
（単位：千円）
有形固定資産
減価償却率
（単位：％）

純資産比率
（単位：％）

将来世代負
担比率
（単位：％）
区民一人当たり
負債額
（単位：千円）

内 容

将来世代に
残る資産は
どのくらい
あるか

将来世代と
現役世代と
の負担の分
担は適切か

財政に持続
可能性があ
るか

視 点

資産
形成度

世代間
公平性

持続可能性
（健全性）

（単位：百万円）
（元年度内訳）

余剰分（不足分）
△１７２，５５９
１８４，１６９

１１，６０９
△９，６３３

１，９７７
△３５，４１９
△３３，４４２

固定資産など形成分

９，６３３
２，０５２
１１，６８４
７４５，０９０
７６１，７２６

３０年度
足立区

２．９

３４７

９１．１

３０年度
墨田区

４．０

３７４

９２．７

【行政コストおよび純資産変動計算書から分かる財政指標】
増減

△０．２

２０

１．０

３０年度

３．０

３５１

９２．６

元年度

２．８

３７１

９３．６

説明
経常費用に対する使用料・手
数料などの割合
住民基本台帳人口一人当たり
の純行政コスト
税や国などの補助金収入に対
する純経常行政コストの割合

指標
受益者負担割合
（単位：％）
区民一人当たり行政コスト
（単位：千円）
行政コスト対税収等比率
（単位：％）

内容
受益者負担の水準
はどのくらいか
行政サービスの効
率性
資産形成を行う余
裕

視点

自律性

効率性

弾力性

３０年度
足立区

１５，６０４

３０年度
墨田区

５，２２２

【資金収支計算書から分かる財政指標】
増減

△１，７２５

３０年度

９，２１７

元年度

７，４９２

説明

業務活動収支（支
払利息支出除く）
と投資活動収支
（基金の積立金支
出および取崩収入
除く）の合算額

指標

基礎的財政
収支（プラ
イマリーバ
ランス）
（単位：百
万円）

内容

財政に持
続可能性
があるか

視点

持続可能
性（健全
性）

マイナンバーに関するお問い合わせは
葛飾区個人番号カードインフォメーションセンター

午前8時30分～午後5時
（土・日曜日、祝日、年末年始を除く）�0570-66-6754 令和2年（2020年）12月5日 No.１８２２

（９）


